
能代市中小企業等ＩＣＴ技術等導入支援補助金交付要綱 

令和３年３月３１日 

告示第４９号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、ＩＣＴ技術等の導入によるデジタル改革等により業務の効率化

及び生産性の向上を図る事業者を支援するため、予算の範囲内で交付する、能代市

中小企業等ＩＣＴ技術等導入支援補助金（以下「補助金」という。）に関し、能代

市補助金等の交付に関する規則（平成１８年能代市規則第４５号。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）大企業 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に規定する会社であ

って、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小

企業者に該当しない者をいう。 

（２）みなし大企業 次に掲げる中小企業者をいう。 

ア 発行株式の総数又は出資価額の総数の２分の１以上が一の大企業により所有 

されている者 

イ 発行株式の総数又は出資価額の総数の３分の２以上が複数の大企業により所 

有されている者 

ウ 役員の２分の１以上が他の大企業の役員又は職員を兼ねている者 

（３）事業者等 法人（別表第１に掲げるものをいう。）又は個人事業者をいう。た

だし、大企業、みなし大企業又は公的機関から出資金又は出捐金を受けている者

を除く。 

（４）常勤従業員 労働契約の期間の定めがなく、事業者等に直接雇用されている者

で、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定する被保険者

であるものをいう。 

（５）ＩＣＴ技術等 業務の効率化、生産性の向上、省エネルギーの実現等に資する

情報通信技術、情報通信設備、省エネルギーに関する設備等をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、次の各号のいずれにも該当する事業者等とする。 

（１）申請日時点において、本市の区域内に事務所等を設置しており、今後も事業を

継続する意思があること。 



（２）申請日時点において、市税等の滞納がないこと。 

（３）事業者等の市内事務所に導入する施設及び設備等への投資であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始

の申立て（同法附則第２条に規定する申立てを含む。）又は民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなされてい

ないこと。 

（５）次条に掲げる事業を実施する場合は、事業者等が雇用する常勤従業員数が、申

請日時点と比較して事業完了の日から３年経過する日までの間減少しない見込み

であること。ただし、災害等やむを得ない事情があると市長が認める場合は、こ

の限りでない。 

（６）別表第２に掲げる補助対象外とする業種に該当しないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者とし

ない。 

（１）暴力団員（能代市暴力団排除条例（平成２４年能代市条例第６号）第２条第２

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団（能代市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員が意思決定に関与している事業者等 

（３）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

（４）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）に定める営業その他市長が不適当と認める種類の営業を行い又は行おうとす

る者 

（５）その他市長が不適当と認める者 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、市が専門家の派遣により事業者等に対しＩＣＴ技術等に関

するアドバイスを行うＩＣＴ技術等導入前適正化診断により提案されたＩＣＴ技術

等を導入して業務の効率化と生産性の向上を図る事業とする。 

 

（補助対象経費及び補助金額） 

第５条 補助対象経費及び補助金額は、別表第３に定めるところによる。 

 

（補助金交付候補者の選考） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、事業に着手する前に、次に掲げる選考

書類を市長に提出しなければならない。 

（１）ＩＣＴ技術等導入事業概要書（様式第１号） 



（２）ＩＣＴ技術等導入事業計画書（様式第２号） 

（３）ＩＣＴ技術等計画書（様式第３号） 

（４）その他市長が必要と認める書類 

２ 選考書類の受付は、一定期間を定め公募により行うものとする。ただし、応募が

なかった場合又は補助金の予算額に残額がある場合は、追加募集をすることができ

るものとする。 

３ 市長は、選考書類の提出があった場合は、別に定める審査会の意見を聴いて、補

助金の交付を受けられる者（以下「補助金交付候補者」という。）を選考するもの

とする。 

４ 市長は、前項の規定により補助金交付候補者を選考した場合は、選考書類を提出

した全ての者に対し、補助金交付候補者選考結果（採用）通知書（様式第４号）又

は補助金交付候補者選考結果（不採用）通知書（様式第５号）により、速やかに審

査結果を通知するものとする。 

 

（交付の申請） 

第７条 補助金交付候補者は、事業着手前に能代市中小企業等ＩＣＴ技術等導入支援

補助金交付申請書（様式第６号。以下「申請書」という。）に関係書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

 

（交付の決定） 

第８条 市長は、申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付すべき

ものと認めたときは、能代市中小企業等ＩＣＴ技術等導入支援補助金交付決定通知

書（様式第７号）により、当該申請書を提出した者に交付の決定を通知するものと

する。 

２ 市長は、前項の交付を決定した場合において、補助金の交付の目的を達成するた

め必要な条件を付すことができる。 

３ 市長は、審査の結果、補助金を交付しないことを決定したときは、その理由を付

して、能代市中小企業等ＩＣＴ技術等導入支援補助金不交付決定通知書（様式第８

号）により当該申請書を提出した者に通知するものとする。 

 

（交付の回数） 

第９条 補助金の交付の回数は、１事業者につき１回限りとする。 

 

（補助事業の変更等） 

第１０条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助



対象事業の内容の変更又は事業の中止をしようとするときは、能代市中小企業等Ｉ

ＣＴ技術等導入支援補助金変更（中止）承認申請書（様式第９号）を市長に提出し、

その承認を受けなければならない。 

 

（変更等の決定及び通知） 

第１１条 市長は、前条の変更等の申請があったときは、その内容を審査のうえ、補

助金の交付の内容の変更等の可否を決定し、能代市中小企業等ＩＣＴ技術等導入支

援補助金変更（中止）承認（不承認）通知書（様式第１０号）により、補助事業者

に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、能代市中小企業等ＩＣＴ

技術等導入支援補助金実績報告書（様式第１１号）に関係書類を添えて市長に提出

しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の実績報告書を受理したときは、速やかに内容を審査し、交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、能代市中小企業等ＩＣＴ技術等導入支援補助金確定通知書（様式第

１２号）により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１４条 前条の規定による通知書を受けた補助事業者は、速やかに請求書を提出し、

補助金の交付を受けるものとする。 

 

（事業完了後の状況報告） 

第１５条 補助事業者は、能代市中小企業等ＩＣＴ技術等導入支援補助金状況報告書

（様式第１３号）により、毎年１回、事業完了後の常勤従業員数等について市長に

報告するものとする。 

２ 前項の報告は、補助対象事業の完了した日から３年経過する日までの間、各年に

おける補助対象事業が完了した日に応当する日の属する月の翌月末日までに行うも

のとする。 

 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



      附 則 

 この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正後の能代市中小企業等ＩＣＴ技術等導入支援補助金交付要綱

（以下「新要綱」という。）の規定は、この告示の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に補助金の申請があったものについて適用し、同日前に補助金の申請が

あったものについては、なお従前の例による。 

３ 施行日の前日までに、この告示による改正前の能代市中小企業等生産性向上支援

補助金交付要綱の規定により能代市中小企業等生産性向上支援補助金（以下「旧補

助金」という。）の交付を受けた者が、施行日以後において、新要綱第３条の規定

に定める交付対象者に該当する場合は、新要綱第９条の規定にかかわらず、施行日

の前日までに交付を受けた旧補助金のほか、１回に限り、補助金の交付を受けるこ

とができる。 

 

別表第１（第２条関係） 

法人  根拠法 

医療法人 医療法（昭和２３年法律第２０５号） 

一般財団法人 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８

年法律第４８号） 

一般社団法人 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

株式会社 会社法 

監査法人 公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号） 



企業組合 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号） 

協業組合 中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１

８５号） 

行政書士法人 行政書士法（昭和２６年法律第４号） 

公益財団法人 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

（平成１８年法律第４９号） 

公益社団法人 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 

合資会社 会社法 

合同会社 会社法 

合名会社 会社法 

司法書士法人 司法書士法（昭和２５年法律第１９７号） 

社会福祉法人 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号） 

社会保険労務士法人 社会保険労務士法（昭和４３年法律第８９号） 

森林組合 森林組合法（昭和５３年法律第３６号） 

税理士法人 税理士法（昭和２６年法律第２３７号） 

特定非営利活動法人 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号） 

特定目的会社 資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５



号) 

土地家屋調査士法人 土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号） 

特許業務法人 弁理士法（平成１２年法律第４９号） 

弁護士法人 弁護士法（昭和２４年法律第２０５号） 

特例有限会社 会社法施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成

１７年法律第８７号） 

 

別表第２（第３条関係） 

補助対象外とする業種（日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）によ

る次に掲げる業種） 

１ 農業 

２ 林業（素材生産業及び素材生産サービス業を除く。） 

３ 漁業 

 

別表第３（第５条関係） 

補助対象経費 補助金額 

市が実施するＩＣＴ技術等導入前適正化

診断事業により提案された施設・設備等

の導入に係る経費（情報通信機器類及び

その周辺機器導入費、ソフトウェア購入

費、施設改修費、設備導入費等） 

補助対象経費に２分の１を乗じて得

た額（その額に１，０００円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨

てた額）。ただし、３００万円を上

限とする。 

備考 



１ パソコンはその附属物を含めて１台あたり２０万円、タブレット及びスマートフ

ォンは１台あたり１０万円を上限とする。ただし、タブレットはキーボードが附属

している場合はパソコンとみなす。 

２ 次に該当するものは、補助対象経費と認めないものとする。 

（１）既存機器等の買い替えと判断できるもの 

（２）情報通信機器のみ、周辺機器のみの取得と判断できるもの 

（３）高い汎用性があり、目的外使用になり得る機器類（複合機類、カメラ等） 

（４）パソコン等の機能拡大として購入するもの（増設メモリ、ＵＰＳ、外付けＨＤ

Ｄ等記憶媒体等（購入時のカスタマイズは除く。）） 

（５）中古品 

（６）インターネット回線等の使用料、契約事務費、リース料、保守メンテナンス料

等のランニングコスト 

 


